
表１．「要緊急安全確認大規模建築物」について 

昭和 56 年 5月 31 日以前に新築の工事に着手したものが対象です。 

要緊急安全確認大規模建築物の用途・規模は，次の表に掲げるものです。 

該当する建物については，平成 27 年 12 月 31 日までに耐震診断を行い，その結果を所管行政庁に報告する

ことが義務付けられます。 

 


